
増減 増減率 増減 増減率 増減 増減率 増減 増減率

食料品製造業 27 27 ±0 ±0 10 14 - 4 - 28.6 11 8 + 3 + 37.5 6 5 + 1 + 20.0

繊維工業 7 7 ±0 ±0 4 4 ±0 ±0 1 - 1 - 100.0 3 2 + 1 + 50.0

衣服・その他の繊維製品製造業 2 - 2 - 100.0 ±0 ±0 1 - 1 - 100.0 1 - 1 - 100.0

木材･木製品製造業 (1) 8 5 + 3 + 60.0 (1) 5 1 + 4 + 400.0 1 2 - 1 - 50.0 2 2 ±0 ±0

家具･装備品製造業 1 + 1 + 100.0 ±0 ±0 ±0 ±0 1 + 1 + 100.0

パルプ･紙･紙加工品製造業 2 5 - 3 - 60.0 ±0 ±0 1 1 ±0 ±0 1 4 - 3 - 75.0

印刷･製本業 3 5 - 2 - 40.0 ±0 ±0 2 2 ±0 ±0 1 3 - 2 - 66.7

化学工業 19 18 + 1 + 5.6 6 3 + 3 + 100.0 2 5 - 3 - 60.0 11 10 + 1 + 10.0

窯業土石製品製造業 6 9 - 3 - 33.3 2 2 ±0 ±0 1 4 - 3 - 75.0 3 3 ±0 ±0

鉄鋼業 3 2 + 1 + 50.0 1 1 ±0 ±0 ±0 ±0 2 1 + 1 + 100.0

非鉄金属製造業 1 1 ±0 ±0 ±0 ±0 ±0 ±0 1 1 ±0 ±0

金属製品製造業 15 15 ±0 ±0 1 4 - 3 - 75.0 5 6 - 1 - 16.7 9 5 + 4 + 80.0

一般機械器具製造業 10 18 - 8 - 44.4 4 3 + 1 + 33.3 4 6 - 2 - 33.3 2 9 - 7 - 77.8

電気機械器具製造業 15 13 + 2 + 15.4 7 11 - 4 - 36.4 2 1 + 1 + 100.0 6 1 + 5 + 500.0

輸送用機械器具製造業 2 10 - 8 - 80.0 2 4 - 2 - 50.0 3 - 3 - 100.0 3 - 3 - 100.0

電気･ガス･水道業 1 + 1 + 100.0 1 + 1 + 100.0 ±0 ±0 ±0 ±0

その他製造業 (1) 8 6 + 2 + 33.3 1 4 - 3 - 75.0 1 1 ±0 ±0 (1) 6 1 + 5 + 500.0

［・・   製造業計   ・・］ (2) 128 143 - 15 - 10.5 (1) 44 51 - 7 - 13.7 30 41 - 11 - 26.8 (1) 54 51 + 3 + 5.9

・・鉱業・・ 1 + 1 + 100.0 1 + 1 + 100.0 ±0 ±0 ±0 ±0

土木工事業 9 10 - 1 - 10.0 3 2 + 1 + 50.0 2 5 - 3 - 60.0 4 3 + 1 + 33.3

建築工事業 11 22 - 11 - 50.0 6 9 - 3 - 33.3 2 4 - 2 - 50.0 3 9 - 6 - 66.7

（内  木造家屋建築工事業） 5 10 - 5 - 50.0 3 3 ±0 ±0 1 1 ±0 ±0 1 6 - 5 - 83.3

その他の建設業 (1) 18 17 + 1 + 5.9 8 7 + 1 + 14.3 7 5 + 2 + 40.0 (1) 3 5 - 2 - 40.0

［・・   建設業計   ・・］ (1) 38 49 - 11 - 22.4 17 18 - 1 - 5.6 11 14 - 3 - 21.4 (1) 10 17 - 7 - 41.2

道路旅客運送業･その他 4 (1) 6 - 2 - 33.3 3 (1) 6 - 3 - 50.0 1 + 1 + 100.0 ±0 ±0

道路貨物運送業 30 44 - 14 - 31.8 9 11 - 2 - 18.2 7 12 - 5 - 41.7 14 21 - 7 - 33.3

[・・  運輸交通業計   ・・］ 34 (1) 50 - 16 - 32.0 12 (1) 17 - 5 - 29.4 8 12 - 4 - 33.3 14 21 - 7 - 33.3

・・   貨物取扱業   ・・ 1 3 - 2 - 66.7 ±0 ±0 1 1 ±0 ±0 2 - 2 - 100.0

・・   農          業   ・・ 2 2 ±0 ±0 1 1 ±0 ±0 1 - 1 - 100.0 1 + 1 + 100.0

・・   林          業   ・・ 2 4 - 2 - 50.0 1 + 1 + 100.0 2 - 2 - 100.0 1 2 - 1 - 50.0

・・   水産･畜産業   ・・ 28 26 + 2 + 7.7 19 19 ±0 ±0 1 - 1 - 100.0 9 6 + 3 + 50.0

・・　その他の事業　・・ (1) 157 (1) 143 + 14 + 9.8 (1) 85 (1) 76 + 9 + 11.8 28 30 - 2 - 6.7 44 37 + 7 + 18.9

   　（内  社会福祉施設） 27 19 + 8 + 42.1 16 9 + 7 + 77.8 6 6 ±0 ±0 5 4 + 1 + 25.0

   　（内  清掃業） 18 11 + 7 + 63.6 11 7 + 4 + 57.1 2 2 ±0 ±0 5 2 + 3 + 150.0

  　 （内  商　 業） (1) 53 (1) 61 - 8 - 13.1 (1) 31 (1) 33 - 2 - 6.1 10 9 + 1 + 11.1 12 19 - 7 - 36.8

  　 （内 接客娯楽業） 31 21 + 10 + 47.6 13 8 + 5 + 62.5 4 7 - 3 - 42.9 14 6 + 8 + 133.3

***  合   計  *** (4) 391 (2) 420 - 29 - 6.9 (2) 180 (2) 182 - 2 - 1.1 78 102 - 24 - 23.5 (2) 133 136 - 3 - 2.2

死亡災害発生状況

全 産 業 + 2 + 100.0 ±0 ±0 ±0 ±0 + 2 + 200.0

製 造 業 + 2 + 200.0

鉱 業 ±0 ±0 増減率は、パーセント値で表示

建 設 業 + 1 + 100.0 (　)内は死亡者数で内数を示す

交   通   運   輸  事  業 - 1 - 100.0

陸 上 貨 物 運 送 事 業 ±0 ±0

林 業 ±0 ±0

商 業 ±0 ±0

そ   の   他   の  事  業 ±0 ±0

1

前年同期本年

1

本年

2

前年同期

2 2

本年

1

1

様式１   業種別・署別労働災害発生状況   （労働者死傷病報告に基づく）（休業4日以上）   発生期間 平成31年1月1日～令和元年5月31日   和元年5月末日現在   滋賀労働局

4

前年同期
業種

大津署 彦根署滋賀全体

前年同期

2

本年

東近江署

2



様式2   業種別・事故の型別労働災害発生状況（労働者死傷病報告に基づく）（死亡または休業4日以上）   発生期間 平成31年1月1日～令和元年5月31日   令和元年5月末日現在   滋賀労働局

　　　　　　　　　事故の型

業種

食料品製造業 3 16 5 1 2 27

繊維工業 1 3 2 1 7

衣服・その他の繊維製品製造業

木材･木製品製造業 1 2 1 4 8

家具･装備品製造業 1 1

パルプ･紙･紙加工品製造業 1 1 2

印刷･製本業 2 1 3

化学工業 5 3 1 1 1 5 1 2 19

窯業土石製品製造業 2 1 1 2 6

鉄鋼業 1 2 3

非鉄金属製造業 1 1

金属製品製造業 1 4 3 4 3 15

一般機械器具製造業 2 1 2 2 2 1 10

電気機械器具製造業 1 4 2 2 1 5 15

輸送用機械器具製造業 1 1 2

電気･ガス･水道業 1 1

その他の製造業 1 2 5 8

［・・   製造業計   ・・］ 16 37 1 8 1 9 29 7 1 5 14 128

・・   鉱       業   ・・ 1 1

土木工事業 3 1 1 3 1 9

建築工事業 3 1 3 2 1 1 11

（内  木造家屋建築工事業） 1 1 1 1 1 5

その他の建設業 6 2 2 1 2 4 1 18

［・・   建設業計   ・・］ 12 3 2 4 1 5 8 2 1 38

道路旅客運送業･その他 1 1 2 4

道路貨物運送業 9 6 2 3 1 2 1 5 1 30

[・・ 運輸交通業計 ・・］ 10 7 2 3 1 2 3 5 1 34

・・   貨物取扱業   ・・ 1 1

・・   農       業   ・・ 1 1 2

・・   林       業   ・・ 1 1 2

・・   水産･畜産業   ・・ 13 5 5 2 3 28

・・　その他の事業　・・ 24 51 10 2 1 10 6 14 2 10 1 24 2 157

    (内　社会福祉施設) 8 3 1 4 3 7 1 27

   （内  清掃業） 4 4 1 2 3 1 1 2 18

   （内  商  業） 11 16 3 1 3 2 7 1 1 1 6 1 53

   （内  接客娯楽業） 3 13 1 1 1 5 1 3 3 31

***  合   計  *** 77 103 15 17 3 31 47 23 3 1 1 18 2 44 6 391
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様式2   業種別・事故の型別労働災害発生状況（労働者死傷病報告に基づく）（死亡または休業4日以上）   発生期間 平成31年1月1日～令和元年5月31日   令和元年5月末日現在   大津労働基準監督署

事故の型

業種

食料品製造業 1 7 1 1 10

繊維工業 1 1 1 1 4

衣服・その他の繊維製品製造業

木材･木製品製造業 1 2 2 5

家具･装備品製造業

パルプ･紙･紙加工品製造業

印刷･製本業

化学工業 2 2 1 1 6

窯業土石製品製造業 2 2

鉄鋼業 1 1

非鉄金属製造業

金属製品製造業 1 1

一般機械器具製造業 1 2 1 4

電気機械器具製造業 1 1 1 4 7

輸送用機械器具製造業 1 1 2

電気･ガス･水道業 1 1

その他の製造業 1 1

［・・   製造業計   ・・］ 5 15 1 5 7 4 7 44

・・   鉱       業   ・・ 1 1

土木工事業 2 1 3

建築工事業 1 2 2 1 6

（内  木造家屋建築工事業） 1 1 1 3

その他の建設業 2 1 1 1 3 8

［・・   建設業計   ・・］ 5 1 3 3 4 1 17

道路旅客運送業･その他 1 1 1 3

道路貨物運送業 1 1 1 1 1 3 1 9

[・・ 運輸交通業計 ・・］ 2 2 1 1 2 3 1 12

・・   貨物取扱業   ・・

・・   農       業   ・・ 1 1

・・   林       業   ・・ 1 1

・・   水産･畜産業   ・・ 5 5 4 2 3 19

・・　その他の事業　・・ 13 21 8 2 1 9 3 6 1 7 13 1 85

    (内　社会福祉施設） 3 3 1 4 2 3 16

   （内  清掃業） 2 3 1 2 1 1 1 11

   （内  商  業） 5 9 2 1 2 2 3 1 5 1 31

   （内  接客娯楽業） 1 3 1 1 1 1 3 2 13

***  合   計  *** 30 44 9 7 1 22 16 10 2 1 9 1 23 5 180
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様式2   業種別・事故の型別労働災害発生状況（労働者死傷病報告に基づく）（死亡または休業4日以上）   発生期間 平成31年1月1日～令和元年5月31日   令和元年5月末日現在   彦根労働基準監督署

事故の型

業種

食料品製造業 7 3 1 11

繊維工業

衣服・その他の繊維製品製造業

木材･木製品製造業 1 1

家具･装備品製造業

パルプ･紙･紙加工品製造業 1 1

印刷･製本業 2 2

化学工業 1 1 2

窯業土石製品製造業 1 1

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業 2 1 1 1 5

一般機械器具製造業 1 1 1 1 4

電気機械器具製造業 2 2

輸送用機械器具製造業

電気･ガス･水道業

その他の製造業 1 1

［・・   製造業計   ・・］ 1 13 1 2 9 4 30

・・   鉱       業   ・・

土木工事業 1 1 2

建築工事業 1 1 2

（内  木造家屋建築工事業） 1 1

その他の建設業 1 1 2 1 1 1 7

［・・   建設業計   ・・］ 3 2 2 1 1 2 11

道路旅客運送業･その他 1 1

道路貨物運送業 3 1 1 1 1 7

[・・ 運輸交通業計 ・・］ 3 1 1 1 1 1 8

・・   貨物取扱業   ・・ 1 1

・・   農       業   ・・

・・   林       業   ・・

・・   水産･畜産業   ・・

・・　その他の事業　・・ 2 9 1 4 1 3 7 1 28

    (内　社会福祉施設) 1 1 3 1 6

   （内  清掃業） 1 1 2

   （内  商  業） 2 2 1 3 1 1 10

   （内  接客娯楽業） 3 1 4

***  合   計  *** 9 25 2 2 5 10 6 1 4 13 1 78
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様式2   業種別・事故の型別労働災害発生状況（労働者死傷病報告に基づく）（死亡または休業4日以上）   発生期間 平成31年1月1日～令和元年5月31日   令和元年5月末日現在   東近江労働基準監督署

事故の型

業種

食料品製造業 2 2 1 1 6

繊維工業 2 1 3

衣服・その他の繊維製品製造業

木材･木製品製造業 2 2

家具･装備品製造業 1 1

パルプ･紙･紙加工品製造業 1 1

印刷･製本業 1 1

化学工業 5 1 1 1 3 11

窯業土石製品製造業 1 1 1 3

鉄鋼業 1 1 2

非鉄金属製造業 1 1

金属製品製造業 1 2 2 3 1 9

一般機械器具製造業 2 2

電気機械器具製造業 1 1 1 1 1 1 6

輸送用機械器具製造業

電気･ガス･水道業

その他の製造業 1 5 6

［・・   製造業計   ・・］ 10 9 1 6 1 2 13 3 1 5 3 54

・・   鉱       業   ・・

土木工事業 1 1 2 4

建築工事業 1 1 1 3

（内  木造家屋建築工事業） 1 1

その他の建設業 3 3

［・・   建設業計   ・・］ 4 1 1 1 3 10

道路旅客運送業･その他

道路貨物運送業 5 4 1 1 2 1 14

[・・ 運輸交通業計 ・・］ 5 4 1 1 2 1 14

・・   貨物取扱業   ・・

・・   農       業   ・・ 1 1

・・   林       業   ・・ 1 1

・・   水産･畜産業   ・・ 8 1 9

・・　その他の事業　・・ 9 21 2 3 4 1 4 44

    (内　社会福祉施設） 4 1 5

   （内  清掃業） 2 1 2 5

   （内  商  業） 4 5 1 1 1 12

   （内  接客娯楽業） 2 7 1 3 1 14

***  合   計  *** 38 34 4 8 2 4 21 7 1 5 1 8 133
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様式3   業種別・起因物別労働災害発生状況（労働者死傷病報告に基づく）（死亡または休業4日以上）   発生期間 平成31年1月1日～令和元年5月31日   令和元年5月末日現在   滋賀労働局

起因物

業種

食料品製造業 2 1 1 2 11 1 1 2 6 27

繊維工業 3 3 1 7

衣服・その他の繊維製品製造業

木材･木製品製造業 4 1 1 1 1 8

家具･装備品製造業 1 1

パルプ･紙･紙加工品製造業 1 1 2

印刷･製本業 2 1 3

化学工業 4 3 2 2 5 3 19

窯業土石製品製造業 1 1 1 1 1 1 6

鉄鋼業 1 1 1 3

非鉄金属製造業 1 1

金属製品製造業 2 1 2 1 2 1 4 2 15

一般機械器具製造業 4 1 1 1 1 1 1 10

電気機械器具製造業 1 1 1 1 6 1 4 15

輸送用機械器具製造業 1 1 2

電気･ガス･水道業 1 1

その他の製造業 5 1 1 1 8

［・・   製造業計   ・・］ 5 8 16 4 9 6 1 6 6 3 24 1 9 11 3 2 14 128

・・   鉱       業   ・・ 1 1

土木工事業 2 1 1 1 4 9

建築工事業 1 1 1 2 3 1 1 1 11

（内  木造家屋建築工事業） 1 1 1 1 1 5

その他の建設業 2 1 1 1 3 1 4 4 1 18

［・・   建設業計   ・・］ 4 3 1 2 1 1 6 1 11 5 2 1 38

道路旅客運送業･その他 2 1 1 4

道路貨物運送業 1 1 9 2 1 1 5 2 4 4 30

[・・ 運輸交通業計 ・・］ 1 1 9 2 2 1 1 6 2 4 1 4 34

・・   貨物取扱業   ・・ 1 1

・・   農       業   ・・ 1 1 2

・・   林       業   ・・ 2 2

・・   水産･畜産業   ・・ 1 26 1 28

・・ 　その他の事業 　・・ 2 1 1 4 12 16 12 9 4 45 7 3 10 11 20 157

    (内　社会福祉施設） 6 2 1 7 1 2 4 4 27

   （内  清掃業） 1 1 2 2 1 1 2 1 4 1 2 18

   （内  商  業） 1 1 1 7 2 6 6 2 16 3 1 2 5 53

   （内  接客娯楽業） 1 1 5 2 1 5 2 2 6 3 3 31

***  合   計  *** 7 6 9 24 5 33 24 2 21 24 10 86 1 23 18 44 14 40 391
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様式3   業種別・起因物別労働災害発生状況（労働者死傷病報告に基づく）（死亡または休業4日以上）   発生期間 平成31年1月1日～令和元年5月31日   令和元年5月末日現在   大津労働基準監督署

起因物

業種

食料品製造業 1 1 5 1 2 10

繊維工業 2 2 4

衣服・その他の繊維製品製造業

木材･木製品製造業 2 1 1 1 5

家具･装備品製造業

パルプ･紙･紙加工品製造業

印刷･製本業

化学工業 2 2 2 6

窯業土石製品製造業 1 1 2

鉄鋼業 1 1

非鉄金属製造業

金属製品製造業 1 1

一般機械器具製造業 2 1 1 4

電気機械器具製造業 1 4 2 7

輸送用機械器具製造業 1 1 2

電気･ガス･水道業 1 1

その他の製造業 1 1

［・・   製造業計   ・・］ 2 3 7 1 1 3 2 1 12 1 7 2 2 44

・・   鉱       業   ・・ 1 1

土木工事業 1 2 3

建築工事業 1 1 1 2 1 6

（内  木造家屋建築工事業） 1 1 1 3

その他の建設業 1 1 1 1 2 1 1 8

［・・   建設業計   ・・］ 1 2 2 1 1 1 6 2 1 17

道路旅客運送業･その他 1 1 1 3

道路貨物運送業 1 2 3 1 2 9

[・・ 運輸交通業計 ・・］ 1 2 1 4 1 1 2 12

・・   貨物取扱業   ・・

・・   農       業   ・・ 1 1

・・   林       業   ・・ 1 1

・・   水産･畜産業   ・・ 19 19

・・　その他の事業　・・ 1 1 2 5 12 8 7 1 27 3 1 4 5 8 85

    (内　社会福祉施設） 5 2 1 3 1 2 1 1 16

   （内  清掃業） 1 1 1 1 1 2 3 1 11

   （内  商  業） 1 2 2 4 4 1 11 2 1 3 31

   （内  接客娯楽業） 4 3 2 2 2 13

***  合   計  *** 3 3 3 11 1 11 13 1 11 10 4 49 6 9 28 5 12 180
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様式3   業種別・起因物別労働災害発生状況（労働者死傷病報告に基づく）（死亡または休業4日以上）   発生期間 平成31年1月1日～令和元年5月31日   令和元年5月末日現在   彦根労働基準監督署長

起因物

業種

食料品製造業 1 1 1 2 6 11

繊維工業

衣服・その他の繊維製品製造業

木材･木製品製造業 1 1

家具･装備品製造業

パルプ･紙･紙加工品製造業 1 1

印刷･製本業 2 2

化学工業 1 1 2

窯業土石製品製造業 1 1

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業 1 2 2 5

一般機械器具製造業 1 1 1 1 4

電気機械器具製造業 2 2

輸送用機械器具製造業

電気･ガス･水道業

その他の製造業 1 1

［・・   製造業計   ・・］ 2 4 2 1 1 1 1 2 2 2 12 30

・・   鉱       業   ・・

土木工事業 1 1 2

建築工事業 1 1 2

（内  木造家屋建築工事業） 1 1

その他の建設業 1 1 1 1 3 7

［・・   建設業計   ・・］ 1 1 1 2 2 3 1 11

道路旅客運送業･その他 1 1

道路貨物運送業 2 1 1 2 1 7

[・・ 運輸交通業計 ・・］ 2 1 1 1 2 1 8

・・   貨物取扱業   ・・ 1 1

・・   農       業   ・・

・・   林       業   ・・

・・   水産･畜産業   ・・

・・　その他の事業　・・ 1 2 3 1 1 3 2 1 3 11 28

    (内　社会福祉施設） 1 1 1 3 6

   （内  清掃業） 1 1 2

   （内  商  業） 1 2 1 1 1 1 1 2 10

   （内  接客娯楽業） 1 1 1 1 4

***  合   計  *** 1 1 2 5 1 6 5 2 4 2 7 8 4 1 3 26 78
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様式3   業種別・起因物別労働災害発生状況（労働者死傷病報告に基づく）（死亡または休業4日以上）   発生期間 平成31年1月1日～令和元年5月31日   令和元年5月末日現在   東近江労働基準監督署長

起因物

業種

食料品製造業 1 4 1 6

繊維工業 1 1 1 3

衣服・その他の繊維製品製造業

木材･木製品製造業 2 2

家具･装備品製造業 1 1

パルプ･紙･紙加工品製造業 1 1

印刷･製本業 1 1

化学工業 2 2 2 2 3 11

窯業土石製品製造業 1 1 1 3

鉄鋼業 1 1 2

非鉄金属製造業 1 1

金属製品製造業 1 1 2 1 1 1 2 9

一般機械器具製造業 1 1 2

電気機械器具製造業 1 1 1 2 1 6

輸送用機械器具製造業

電気･ガス･水道業

その他の製造業 5 1 6

［・・   製造業計   ・・］ 3 3 5 3 6 5 1 2 3 1 10 1 6 2 1 2 54

・・   鉱       業   ・・

土木工事業 2 2 4

建築工事業 1 1 1 3

（内  木造家屋建築工事業） 1 1

その他の建設業 2 1 3

［・・   建設業計   ・・］ 2 1 3 3 1 10

道路旅客運送業･その他

道路貨物運送業 1 5 2 1 2 1 1 1 14

[・・ 運輸交通業計 ・・］ 1 5 2 1 2 1 1 1 14

・・   貨物取扱業   ・・

・・   農       業   ・・ 1 1

・・   林       業   ・・ 1 1

・・   水産･畜産業   ・・ 1 7 1 9

・・　その他の事業　・・ 1 2 5 1 3 2 2 15 2 2 5 3 1 44

    (内　社会福祉施設） 3 2 5

   （内  清掃業） 1 1 1 1 1 5

   （内  商  業） 1 3 1 2 4 1 12

   （内  接客娯楽業） 1 1 1 2 1 2 1 2 3 14

***  合   計  *** 3 2 4 8 3 16 6 1 8 10 4 30 1 9 5 15 6 2 133
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